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平成１６年度 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 職員募集要項
職種・応募資格 １．調査研究：大学卒業以上の学歴を有する者（平成１６年３月卒業見込みの者

を含む。）＜開発途上国に関する地域研究，開発研究，経済協力研究に従事＞ ２．司書：大学卒

業以上の学歴を有し，司書の資格を有する者（平成１６年３月卒業見込みの者を含む。） 募集人員

若干名 応募手続 １．提出書類等 �１ 履歴書（写真貼付。研究所指定様式。ダウンロード可。

または，研究所に直接ご請求ください。）＜希望職種を明記のこと＞ �２ 学業成績証明書＜学部

以上すべての証明書＞ �３ 卒業・修了（見込み）証明書＜学部以上すべての証明書＞ �４ 志

望動機作文（A４版用紙１枚ワープロ打） �５ 業績リスト及び主な論文（著書，論文がある場

合） �６ 返信用封筒（８０円切手貼付の上，住所，氏名を明記）２．応募方法 日本貿易振興機

構アジア経済研究所研究企画部研究人材課へ郵送，又は持参。郵送の場合，封筒の表に�応募書
類在中�と朱書のこと。なお，応募書類の返却はいたしません。３．応募期間 平成１６年１月１３

日�から１月２７日�まで＜必着＞ ４．受付時間 平日午前１０時から午後５時まで（土・日曜日

は休み） 選考 １．応募締切後，書類選考を行い，合格者には別途連絡する。書類選考合格者に

対しては，下記により筆記試験を行う。 日時 平成１６年２月９日�１３：００開始 場所 当研究

所＜予定＞ 試験科目 調査研究：①専門科目（政治及び経済） ②英語 ③小論文 司書：①

一般教養 ②英語 ③小論文 ２．筆記試験合格者に対して，面接試験を２月１９日�，２０日�に
実施する。３．勤務は平成１６年４月１日（予定） 待遇 本機構の規定による

応募書類の提出先及び問合せ先

〒２６１―８５４５ 千葉県千葉市美浜区若葉３－２－２

日本貿易振興機構 アジア経済研究所 研究企画部 研究人材課

電話：０４３（２９９）９５２８

ホームページ：http://www.ide.go.jp メールアドレス：jinzai@ide.go.jp

�アジア経済�への投稿について
本誌は１９６０年に，発展途上地域を対象とした社会科学分野の専門的学術誌として創刊され現在に至っ

ています。発展途上地域研究の発展に貢献するため，誌面を広く所内外の研究者に開放し，質の向上に

努めています。


本誌は常時投稿を受け付けています。どなたでも自由に投稿できます。受け付ける原稿は，発展途上
地域（アジア，アフリカ，ラテンアメリカ，中東，オセアニア，旧ソ連・東欧圏など）を対象とした

もので，政治，経済，社会，法律などに関する論文，研究ノート，研究レビュー，資料，現地報告，

研究機開紹介，書評などで，未発表のものに限ります。なお，本誌に掲載された原稿の内容に関する

ご意見も投稿として受け付けます。使用言語は日本語に限ります。


本誌は創刊以来原稿検討制度を維持しています。幾度かの制度改定を経て，現在は以下のような方式
を採用しています。

提出された原稿は，当研究所職員・外部投稿者の別なく，当研究所内外の２名以上のレフェリーに

よる査読を経て，編集委員会において採用の可否を決定します。査読に当たっては，予見を排し客観

性を保つために，レフェリーに対しては原稿執筆者の名前を伏せて依頼し，原稿執筆者に対してもレ

フェリーの名前は通知しません。


原稿の枚数は，原則として論文・研究ノートは２万字（４００字×５０枚），書評は６４００字，その他は１万
６０００字を限度とします。４００字の要旨を必ず付けて下さい。目次の一覧も付記して下さい。タイトル

には英訳を付して下さい。原稿には投稿者の所属，肩書き，および連絡先（住所，電話・FAX番号，

メールアドレス）を付記し，氏名にはフリガナとローマ字表記を添えて下さい。必ずコピーを３部提

出して下さい。執筆要領は編集部宛に請求して下さい（当研究所のホームページからもダウンロード

できます。http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Ajia/data/yoko.doc）。


採用された原稿は，すべて署名原稿として扱います。また，当研究所の規定により原稿料を支払い
ます。採用の決まった原稿は，機種を明記の上，フロッピーディスクも提出していただきます（一太

郎，Word,Excel以外はテキストファイルで）。


採用された上，�アジア経済�に掲載された論文などの著作権は，アジア経済研究所に帰属するものと
します（したがって，他所で当該論文などを転載，翻訳などする場合は，アジア経済研究所の許諾が

必要となります）。�アジア経済�に掲載された論文などを，アジア経済研究所が全文データベース化
し，電子媒体で公開することもありますのでご了承下さい。


掲載された論文の抜き刷りを必要とする場合は，実費で作成します。原稿は採用の可否にかかわらず
返却しません。


原稿の送り先，連絡先――〒２６１―８５４５千葉県千葉市美浜区若葉３―２―２

独立行政法人日本貿易振興機構 アジア経済研究所研究支援部研究編集室�アジア経済�編集部
電話０４３―２９９―９５３９

Ｅメールでも受け付けます。アドレスは ajiak@ide.go.jp です。

本誌の編集方針，企画の審議，原稿の審査は下記編集委員会が行っています。

平成１５年度編集委員会――委員長：奥村裕一 委員：岩佐佳英，宇佐見耕一，岡奈津子，岡本郁子，

岡本信広，川上桃子，小島道一，澤田裕子，恒石隆雄，村山真弓，

望月克哉，渡邉真理子

編集部：松原浩司

平成１６年度�発展途上国研究奨励賞�候補作品公募について
本�奨励賞�は，発展途上国に関する社会科学およびその周辺分野の調査研究水準の向上と

研究者の研究奨励に資するために，アジア経済研究所が創設したものです。平成１６年度の候

補作品をつぎの要領で募集いたしますので奮ってご応募ください。

対象／平成１５年１月から同年１２月までにわが国で公刊された図書，雑誌論文，調査報告，文献目

録等で，発展途上国の経済およびこれに関連する諸事情を調査または分析した著作とし，個人研

究，共同研究の別を問わない。応募方法／作品１点につき１枚の官製はがき，ファックスまたは

Eメールを使用し，つぎの事項を明記する。筆者名，書名または論文名，出版社名または掲載誌

名，刊行年月，推薦理由，推薦者の住所，氏名。自薦も可（自薦の場合対象著作２部送付のこと）。

応募先／〒２６１－８５４５千葉市美浜区若葉３－２－２ 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済

研究所 研究支援部 成果普及課。締切期日／平成１６年２月２７日。表彰／平成１６年７月１日。若
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